
１　調査の範囲調査の範囲
　市所有の施設を対象。

２　調査方法
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３　二酸化炭素の算定方法 【表２】二酸化炭素排出係数
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４　二酸化炭素の総排出量
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【表３】施設別構成比

【表４】活動別構成比
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　市では地球温暖化防止のため、平成１９年７月に「登米市地球温暖化対策率先実行計画」を策定し、二酸
化炭素の排出抑制に取り組んでいます。
　平成２１年度分の二酸化炭素排出状況を取りまとめましたので、次のとおりお知らせします。
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※３　「学校等」の該当する施設は、小・中学校、保育所、幼稚園、学校給食センター及び児童館等
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※２　「市民利用系」の該当する施設は主に公民館、体育館及び保健センター等広く一般市民が利用する施設
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　平成２１年度の二酸化炭素総排出量を算定した結果は上記のとおりとなり、施設別構成比及び活動別構成比は
【表３】、【表４】のとおりとなった。施設別では、市民利用系が全体の70.84％を占め、また、活動別では、電気の二酸
化炭素排出量が66.09％と最も多く、続いて重油の使用が21.21％を占めている。
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　電気・プロパン・灯油・重油については、「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」に基づき、総務部
総務課等が調査した「エネルギー使用量調査」を基に集計【表１】。また、ガソリン及び軽油については総務部総務課
財産係からの使用量の報告と公用車管理部署からの報告を基に集計【表１】した。

二酸化炭素排出係数
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【表１】集計結果
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※１　「庁舎部門」の該当する施設は,各本庁・総合支所庁舎、消防本部、水道事業所等

二酸化炭素排出量構成（施設別）
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地球温暖化対策の推進に関する法律施

行令に基づき定められている排出係数を

用いて算定。二酸化炭素の排出係数は

【表２】のとおり。
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【表４－１】

【表３－１】

電気 66.09％

プロパンガス 1.89％

灯油 6.33％

ガソリン 2.33％

重 油 21.21％

軽油 2.16％

登米市地球温暖化対策率先実行計画

平成２１年度二酸化炭素排出状況等について（お知らせ）



５ 各種燃料（項目・区分別）の実数及び目標値

【表５】

平成１７年度
（基準年）

平成２１年度
使用量目標値

平成１８年度
使用量

平成１９年度
使用量

平成２０年度
使用量

平成２１年度
使用量

基準年に
対する比率

（平成18年度）

基準年に
対する比率

（平成19年度）

基準年に
対する比率

（平成20年度）

基準年に
対する比率

（平成21年度）

基準年に
対する増減率
(平成21年度）

① ①×９５％ ② ③ ④ ⑤ ②/①％ ③/①％ ④/①％ ⑥（⑤/①％） ⑥-100（％）

（庁舎部門） 2,964,847.70 2,816,605.32 2,525,356.10 2,875,075.60 2,860,895.90 2,640,462.94 85.18 96.97 96.49 89.06 -10.94

（市民利用系） 26,227,358.90 24,915,990.96 25,213,853.00 24,395,153.80 23,776,422.00 24,525,513.00 96.14 93.01 90.66 93.51 -6.49

（学校等） 4,600,350.16 4,370,332.65 4,170,195.00 4,130,964.00 4,301,218.00 4,131,807.00 90.65 89.80 93.50 89.82 -10.18

合　　計 33,792,556.76 32,102,928.92 31,909,404.10 31,401,193.40 30,938,535.90 31,297,782.94 94.43 92.92 91.55 92.62 -7.38

（庁舎部門） 1,741.40 1,654.33 1,759.30 2,254.30 10,271.20 9,022.11 101.03 129.45 589.82 518.10 418.10

（市民利用系） 24,797.10 23,557.25 22,105.67 21,645.90 24,740.79 20,269.96 89.15 87.29 99.77 81.74 -18.26

（学校等） 38,343.23 36,426.07 65,241.10 38,176.50 32,281.52 27,001.08 170.15 99.57 84.19 70.42 -29.58

合　　計 64,881.73 61,637.64 89,106.07 62,076.70 67,293.51 56,293.15 137.34 95.68 103.72 86.76 -13.24

（庁舎部門） 84,389.90 80,170.41 66,340.10 74,384.80 71,191.00 78,163.00 78.61 88.14 84.36 92.62 -7.38

（市民利用系） 115,721.77 109,935.68 92,027.50 83,807.50 99,711.60 119,743.00 79.52 72.42 86.16 103.47 3.47

（学校等） 381,833.90 362,742.21 1,064,708.80 284,853.40 263,434.70 257,050.00 278.84 74.60 68.99 67.32 -32.68

合　　計 581,945.57 552,848.29 1,223,076.40 443,045.70 434,337.30 454,956.00 210.17 76.13 74.64 78.18 -21.82

（庁舎部門） 142,838.00 135,696.10 148,900.10 139,490.00 111,226.00 99,029.00 104.24 97.66 77.87 69.33 -30.67

（市民利用系） 1,595,475.00 1,515,701.25 1,497,228.00 1,467,690.00 1,212,429.00 1,073,644.00 93.84 91.99 75.99 67.29 -32.71

（学校等） 339,450.00 322,477.50 319,557.30 300,328.00 249,676.00 228,270.00 94.14 88.47 73.55 67.25 -32.75

合　　計 2,077,763.00 1,973,874.85 1,965,685.40 1,907,508.00 1,573,331.00 1,400,943.00 94.61 91.81 75.72 67.43 -32.57

（庁舎部門） 103,235.88 98,074.09 140,069.51 155,550.05 162,338.54 160,622.00 135.68 150.67 157.25 155.59 55.59

（市民利用系） 38,955.56 37,007.78 31,730.95 9,008.82 8,134.25 10,678.00 81.45 23.13 20.88 27.41 -72.59

（学校等） 9,055.04 8,602.29 11,006.98 19,354.68 7,263.78 8,280.00 121.56 213.74 80.22 91.44 -8.56

合　　計 151,246.48 143,684.16 182,807.44 183,913.55 177,736.57 179,580.00 120.87 121.60 117.51 118.73 18.73

（庁舎部門） 96,190.03 91,380.53 122,572.56 130,654.94 114,578.67 115,229.00 127.43 135.83 119.12 119.79 19.79

（市民利用系） 18,818.60 17,877.67 15,489.98 20,298.47 22,483.60 21,404.00 82.31 107.86 119.48 113.74 13.74

（学校等） 13,610.19 12,929.68 12,124.15 14,827.05 13,886.41 11,113.00 89.08 108.94 102.03 81.65 -18.35

合　　計 128,618.82 122,187.88 150,186.69 165,780.46 150,948.68 147,746.00 116.77 128.89 117.36 114.87 14.87

６ 二酸化炭素排出量の実数及び削減目標値

【表６】

平成１７年度
（基準年）

平成２１年度
二酸化炭素

排出量目標値

平成１８年度
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二酸化炭素
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平成２０年度
二酸化炭素
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平成２１年度
二酸化炭素

排出量
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基準年に
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（平成19年度）

基準年に
対する比率

（平成20年度）

基準年に
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（平成21年度）

基準年に
対する増減率
(平成21年度）

① ①×９５％ ② ③ ④ ⑤ ②/①％ ③/①％ ④/①％ ⑥（⑤/①％） ⑥-１００（％）

電 気 排出量（kg-co2） 12,773,586.46 12,134,907.13 12,061,754.75 11,869,651.11 11,694,766.57 11,830,561.95 94.43 92.92 91.55 92.62 -7.38 

プ ロ パ ン 排出量（kg-co2） 389,290.38 369,825.86 534,636.42 372,460.20 403,761.06 337,758.90 137.34 95.68 103.72 86.76 -13.24 

灯 油 排出量（kg-co2） 1,449,044.47 1,376,592.25 3,045,460.24 1,103,183.79 1,081,499.88 1,132,840.44 210.17 76.13 74.64 78.18 -21.82 

重 油 排出量（kg-co2） 5,630,737.73 5,349,200.84 5,327,007.43 5,169,346.68 4,263,727.01 3,796,555.53 94.61 91.81 75.72 67.43 -32.57 

ガ ソ リ ン 排出量（kg-co2） 350,891.83 333,347.24 424,113.26 426,679.44 412,348.84 416,625.60 120.87 121.60 117.51 118.73 18.73

軽 油 排出量（kg-co2） 336,981.31 320,132.24 393,489.13 434,344.81 395,485.54 387,094.52 116.77 128.89 117.36 114.87 14.87

20,930,532.18 19,884,005.57 21,786,461.23 19,375,666.02 18,251,588.90 17,901,436.94 104.09 92.57 87.20 85.53 -14.47 

20,930,532.18 19,884,005.57 21,786,461.23 19,375,666.02 18,251,588.90

７ 削減目標に向けての具体的数値と今後の対応

【表７】 計画の数値

基準年度 平成１７年度 20,930,532.18 20,930,532.18 kg-co2　【実数】

21,786,461.23 kg-co2　【実数】

19,375,666.02 kg-co2　【実数】

18,251,588.90 kg-co2　【実数】

目標達成年度 平成２１年度 19,884,005.57 17,901,436.94 kg-co2　【実数】

　各種燃料調査【表５】の結果、基準年（平成１７年度）に対する比率は増加傾向となった項目が２種類。減少となった項目が４種類であった。
　昨年度と比較すると、プロパンガスの使用量が減となった。これについては平成２０年度に消防防災センターが新設され、燃料がプロパンガスによる冷暖房のため、大幅に増となったもの
の、市民利用系と学校等が着実に減となったことが要因である。また、公用車使用によるガソリン・軽油の使用量については、基準年を毎年上回っているが、平成１９年度よりやや減少傾向
にあり、更なるエコドライブの徹底が必要である。
　減少傾向の項目では、電気・灯油・重油とも調査開始から年々減少傾向であり、特に重油については着実に減少している。これは全施設的な取り組みとして実施しているクールビズや特に
ウォームビズによる室温調整の取組みが定着してきたことと、平成２０年度から取り組み始めた環境マネジメントによる効果が省エネにつながり、電気等使用量減少の大きな要因と思われ
る。

　平成２１年度の二酸化炭素排出量については、「基準年（平成１７年度）」に対して１４．４７％の減。基準年のマイナス５％となる「平成２１年度二酸化炭素排出量目標値」に対しては９．９
７％の減となり、年々着実に減少し、目標値を達成した状態である。これは二酸化炭素の排出量が多く、全体の二酸化炭素排出量の９０％以上を占める電気、プロパンガス、灯油及び重油
の使用量が上記の考察のとおり、着実に減少していることが要因である。特に、灯油及び重油の減少率は２０～３０％と大幅に減少したことが大きな要因の一つである。但し、公用車使用に
よるガソリン・軽油については、平成１９年度より減少しているものの、基準年を上回っている状態である。

　平成２１年度の二酸化炭素排出量は、当初見込んでいた平成２１年度目標値である19,884,005.57kg-co2を1,982,568.63kg-co2下回り、「基準年（平成17年度）」と基準年のマイナス５％とな
る「目標達成年度（Ｈ２１年度）」もそれぞれ下回った。
　二酸化炭素排出量の減少傾向については基準年となる平成１７年度以降の学校の統合及び廃校等による要因もあるが、全体的に年々着実に減少している要因は、環境マネジメントに
よって省エネルギー意識が高まり、特にクールビズやウォームビズの取り組みによる省エネルギーの推進に努めた結果だと思われる。但し、公用車使用によるガソリン・軽油については、平
成１９年度より減少しているものの、依然基準年を上回っており、今後も公用車使用時の際のエコドライブの徹底が必要である。
　平成２２年度は、当計画の期間である平成１９年度から平成２１年度までの３年間の二酸化炭素排出状況等調査結果を踏まえ、計画の見直し時期である。
　計画の見直しに当たっては、国・県の計画・動向に合わせて見直しを実施し、更なる二酸化炭素排出量削減に向け、多様な取り組みをしていきたい。
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